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生産関数アプローチによる GDPギャップの推計（2024年第 2四半期まで）    ver.2 
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1． はじめに 

景気の動向を知る指標として、内閣府のGDPギャップが便利である。季節調整済みの実際の実

質 GDP と潜在 GDPの数値を得ることができれば、 

 

GDPギャップ(%)＝（実質 GDP－潜在 GDP）÷潜在 GDP×100 

 

として、百分率として計算できる。GDP ギャップがプラスの時は景気がよく、マイナスの時は景気が

悪いと解釈できる。ただし、内閣府の GDP ギャップにおいては、潜在 GDP が、過去の労働・資本

投入量の平均的な水準に基づいて求められている（推計方法について詳しくは吉田 2017を参照）。

これを「平均概念のGDPギャップ」と呼ぼう。この方式の場合には、GDPギャップがゼロ以上になっ

たいうことは、GDPが上限に達したことを意味しない（後出の図 2参照）。現在は、IMFやOECDな

どの国際機関も含めて、公式の GDPギャップ推計はこの方式が主である。 

 他方、かつては、供給能力の上限に相当するGDP（「上限GDP」と呼ぶ)を潜在GDPとして、これ

を「生産関数アプローチ」によって計算し、その上で GDP ギャップを求める方法もよく用いられてい

た。この場合、潜在 GDPが GDPの上限になるので、GDPギャップがゼロを超えることはない。これ

を「上限概念のGDPギャップ」と呼ぼう。近年では、この方法を用いた試算例を見つけることは容易

ではない。そこで本項では、宮尾(2001)に示された方法を参考にして、生産関数に基づく上限

GDPを求め、GDPギャップを計算し、内閣府の GDPギャップと比較する。 

 

2. 上限 GDPの推計式 

 コブダグラス型の生産関数を仮定し、t時点について、実質GDPをYt、全要素生産性(TFP)をZt、

労働分配率をα（期間を通じて一定と仮定）、労働時間を λt、労働投入量（就業者数）を Lt、製造業

の稼働率指数を γt、製造業の実質資本ストックを KSt、非製造業の稼働率の代理変数を δt、非製造

業の実質資本ストックを KHtとし、資本ストックにおける製造業の比率を πtとする。すると、実質GDP

は以下のような生産関数で表せる。 

 

𝑌𝑡 = 𝑍𝑡(𝜆𝑡𝐿𝑡)
𝛼(𝛾𝑡𝜋𝑡𝐾𝑆𝑡 + 𝛿𝑡(1 − 𝜋𝑡)𝐾𝐻𝑡)

1−𝛼               − (式 1) 

ln 𝑌𝑡 = ln𝑍𝑡 + 𝛼 ln(𝜆𝑡𝐿𝑡) + (1 − 𝛼) ln(𝛾𝑡𝜋𝑡𝐾𝑆𝑡 + 𝛿𝑡(1 − 𝜋𝑡)𝐾𝐻𝑡)   − (式 2) 

 

これを変形すると、以下のように、毎期の TFP (𝑍𝑡
∗)を求める式が導出できる。 

 

ln 𝑍𝑡
∗ = ln𝑌𝑡 − {𝛼 ln(𝜆𝑡𝐿𝑡) + (1 − 𝛼) ln(𝛾𝑡𝜋𝑡𝐾𝑆𝑡 + 𝛿𝑡(1 − 𝜋𝑡)𝐾𝐻𝑡)}  − (式 3) 

𝑍𝑡
∗ = exp(ln𝑍𝑡

∗)    − (式 4) 
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TFPが得られたら、推計期間における実績に基づいて、最大の労働時間（𝜆𝑀𝐴𝑋）と、最大の稼働率

（𝛾𝑀𝐴𝑋、𝛿𝑀𝐴𝑋）を設定して、 

 

𝑌𝑡
∗ = 𝑍𝑡

∗(𝜆𝑀𝐴𝑋𝑁𝑡)
𝛼(𝛾𝑀𝐴𝑋𝜋𝑡𝐾𝑆𝑡 + 𝛿𝑀𝐴𝑋(1 − 𝜋𝑡)𝐾𝐻𝑡)

1−𝛼   − (式 5) 

 

を計算すれば、それが上限 GDP となる。ただし、Ntは各期の労働力人口（就業者数と完全失業者

数の合計）から計算した最大可能就業者数である。 

 この方法を用いた場合には、資本ストック等の変数の統計値が仮に過大であっても、TFP の部分

が適宜調整され、正しい上限 GDP が得られることが確認されている（宮尾 2001）。なお、この計算

において計量経済学的な推計を行う必要はない。 

上限概念の GDPギャップは、上記の Y*推計値を用いて、 

 

上限概念の GDPギャップ(%)＝（実質 GDP－上限 GDP）÷上限 GDP×100 

 

として求められる。 

 

3. 推定に用いるデータ 

 推定に用いるデータは以下のとおりであり、全て四半期データである。 

   

実質 GDP： 2024年第 2四半期速報（実質、季節調整済み） 

内閣府 GDPギャップ： 2024年第 2四半期まで 

雇用者報酬（労働分配率αの計算に用いる）： 実質 GDP統計（2024年第 2四半期速報より）  

就業者数・労働力人口： 労働力調査（季節調整済み）、月次データを四半期に換算  

総実労働時間（指数）： 毎月勤労統計調査、季節調整済労働時間指数、5人以上、 

就業形態計、調査産業計     

実質資本ストック： 固定資本ストック速報、2024年第 2四半期速報、実質原系列  

  固定資本ストックマトリックス（製造業と非製造業の比率を求めるのに用いる）  

       2016暦年末まで利用可（製造業比率は約 25%で、年ごとの差異はほぼない） 

製造工業稼働率： 製造工業生産能力・稼働率指数、2024年末まで 

設備判断 BSI項目： 法人企業景気予測調査（非製造業、大企業のみ当期） 

※ 非製造業の資本ストック稼働率の代理変数を求めるのに用いる（「100+BSI」で計算）。 

 

 すべてのデータが揃う期間は 2004年第 2四半期から 2024年第 1四半期までである。2024年

第 2四半期については、資本ストックの最新値が得られないので、第 1四半期と同じと仮定して推

計した。 
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 上限 GDPを求める上で、完全雇用とフル稼働の想定が必要となる。 

労働投入量に関しては、推計に用いた期間の労働時間指数の最大値は 2004年第 1四半期の

113.8であった。しかしそれ以降、労働時間は低下傾向にあり、2024年の第 1四半期には 99.2ま

で下がった。また今年度からトラック運転手の労働時間規制が強められたことからも分かるように、

労働時間を大幅にのばすことは期待できず、望ましくもない。そこで労働時間は、過去 3年の労働

時間の最大値をもって上限とする（2024年第 2四半期の実績値が 100.9であるが、それまでの三

年間の最大値は 101.9 となる）。そのため労働投入量の増加は、主に就業者数の増加によって実

現するものとする。就業者数は労働力人口よりも失業者数の分だけ小さいので、失業者数の範囲

内で就業者数を増やすことが可能と考えられる。戦後日本の年次データとしては、1970年の完全

失業率が 1.1%で最低であったことから、これを現実的な上限と考えて、労働力人口よりも 1.1%少

ない（労働力人口の 98.9%の）就業者数を上限の雇用と想定する。 

資本投入量については、稼働率の上限によって、その上限が決められていると考える（資本スト

ックそのものを増やせば、生産力はそれに応じて増やすことができるが、それは想定しない）。製造

業の稼働率指数も近年は低下傾向である。推計期間の最大値は 137.2（2008年第 1四半期）であ

ったが、直近（2024年第 2四半期）では 101.4 となっている。137.2 という最大値の回復は容易でな

いと考えられるため、ここでは過去 6 年間の稼働率の最大値（121.2）が実現可能として、上限の稼

働率を設定する。 

非製造業の稼働率の代理変数の最大値は 104.7（2006年第 4四半期）であったが、この変数は

近年まで、景気後退期を除いて大幅な低下は見られない（コロナ禍の 2020年第 2四半期で 96.3、

2024年第 2四半期では 103.6 となっている）。そこで、非製造業の稼働率の上限を 104.7 とする。 

最後に、TFPについては過去 2年間の最大値を用いる。 

 

4. 推計結果 

 推定の結果をグラフで示す。 

 

図 1 実質 GDP と、内閣府の潜在 GDP、および上限 GDPの比較（単位：10億円） 

 

出典： 筆者作成 

注： 四半期実質 GDPは季節調整済みであり、年額換算である。 
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図 1 は、実際の実質 GDP（太い青線）と、内閣府の潜在 GDP（季節調整済み実質 GDP と GDP

ギャップの値を用いて逆算、細い黒線）、それに前節の方法で我々が計算した上限 GDP（点線）を

比較したものである。内閣府潜在GDPと上限GDPの乖離は、2004年第 2四半期において最も小

さく（約 12.3兆円）、2009年第 2四半期において最も大きい（約 41.9兆円）。推計期間の平均では

約 25.2兆円の差である。 

他方、実際の GDP と我々の上限 GDP との差は、直近 2024 年第 2 四半期において約 25.7 兆

円である。 

 

図 2 内閣府の GDPギャップと上限概念の GDPギャップ（％） 

 

出典： 筆者作成 

 

 この上限 GDP に基づいて、上限概念の GDP ギャップを推計しグラフ化したものが図 2 である。

内閣府の GDP ギャップはゼロの近傍を推移しており、経済にショックがあった時には大幅なマイナ

スとなるが、回復するとゼロを超えて 2％近くに達することもある（この図では示されていないが、昭

和バブル末期には 4%近くに達したこともある）。これは、毎期の近年の平均的な労働投入量（労働

時間と就業者数の積）と資本投入量（稼働率を含む）に基づいて計算されているため、いわばゼロ

が基準となるためである。 

 それに対して、生産関数アプローチで求めた上限 GDP を用いて、上限概念の GDP ギャップを

計算した場合には、直近期（2024 年第 2 四半期）のこれはおよそマイナス 4.4％であった。内閣府

GDP ギャップがマイナス 0.6%だったのに対して、（絶対値で）はるかに大きい値である。繰り返す

が、これは実質の金額にすれば約 25.7兆円となる。近年は、上限概念の GDPギャップで見れば、

3～4％程度のマイナスであると考えてよいであろう。 

なお、参考までに、労働時間を直近よりも増やすことが出来ないというより厳しい想定を加えて、

トラックドライバー規制導入後の 2024 年第 2 四半期の労働時間指数の現実値（100.9）を用いて上

限 GDPを計算した場合には、GDPギャップはマイナス 3.9％、金額にして 22.8兆円となった。 
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